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日 時：2024年５月27日（月）午前10時開会 

        場 所：道立消費生活センター ２階 くらしの教室 
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１ 開会 

那賀島課長

補佐 

 

 

 

 

 

鏡課長 

 それでは、ただいまから令和６年度北海道消費生活審議会第１回第４

次北海道消費生活基本計画策定検討部会を開会いたします。 

 なお、この部会の議事に関しましては、公開とさせていただきますの

で、あらかじめご承知おき願います。 

 開会に当たりまして、北海道環境生活部くらし安全局消費者安全課長

の鏡法裕からご挨拶申し上げます。 

 

環境生活部くらし安全局消費者安全課長の鏡でございます。本日はよ

ろしくお願いいたします。 

 本日は、大変お忙しい中をお集まりいただきまして、ありがとうござ

います。 

 今回、消費生活審議会第１回第４次北海道消費生活基本計画策定検

討部会を開催させていただきますが、本年の２月に審議会を開催させて

いただきまして、その中で令和７年度を初年度とします第４次北海道消

費生活基本計画の策定に当たりまして、基本的な考え方について意見を

求めるため、審議会に諮問をさせていただきました。そして、今回、検

討部会を設置させていただいたところでございます。 

 国におきましては、令和７年度から５か年間を計画期間とします第５

期消費者基本計画の策定に向けて手続を進めているところであります。 

 基本的な方針案としまして、従来計画の思想も踏襲をしつつ、改めて

消費者利益の擁護の観点に立ち返り、中長期先の未来を見据えた計画と

するということが示されているところでございます。 

 道においても、次期計画の策定に向けては、今、国が検討しておりま

す基本的な方針に沿って、消費者を取り巻く環境の変化、多様化、複雑

化する消費生活に関わる課題なども踏まえまして検討したいと考えてお

ります。 

 そういった観点から、事務局から第４次の北海道消費生活基本計画骨

子案の考え方というものをお示しさせていただきたいと考えておりま

す。 

 委員の皆様におかれましては、本道の消費者行政の推進に対しまし

て、それぞれの立場から広くご意見を賜りますようお願い申し上げまし

て、簡単でございますが、開催に当たりましてのご挨拶とさせていただ

きます。 

 本日は、どうぞよろしくお願いいたします。 
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那賀島課長

補佐 

本日は、初回の会議でございますので、私から委員の皆様をご紹介申

し上げます。 

 五十音順にご紹介申し上げます。 

 弁護士の鈴木賢治様です。 

 一般社団法人北海道消費者協会会長の長島博子様です。 

 北海道大学大学院法学研究科教授の山本哲生様です。 

 なお、北海道教育大学旭川校教授の川邊淳子様及び北海道商工会連

合会事務局長の中畑雅幸様につきましては、欠席となっております。 

 次に、事務局を紹介いたします。 

 ４月の人事異動で事務局側のメンバーが大きく変わっておりますの

で、１人ずつご紹介をさせていただきます。 

 改めまして、北海道環境生活部くらし安全局消費安全課長の鏡です。 

 消費者安全課課長補佐の小林です。 

 課長補佐の谷内です。 

 係長の橋場です。 

 主査の高田です。 

 担当の聖です。 

 担当の石郷岡です。 

 そして、私は課長補佐の那賀島です。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、お配りしております資料の確認をお願いいたします。 

 まず、本日の会議の次第、出席者名簿１枚物、配席図があります。次

に、資料につきましては、資料１の第４次北海道消費生活基本計画策定

に向けたスケジュール（案）という１枚物、資料２の第４次北海道消費

生活基本計画骨子案の考え方という資料、その次に資料２の参考として

第３次計画の指標項目の推移、最後に資料３として現行計画と次期計画

案及び第５期消費者基本計画の構成の比較というＡ３判１枚物の資料

となっております。 

 資料につきましては以上でございます。 

 

２ 議事 

那賀島課長

補佐 

 

 

それでは、ただいまより議事に入らせていただきますが、部会長が決

まっておりませんので、部会長選出までの間、私が進行を務めさせてい

ただきます。 

 初めに、部会長選出を行います。 
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山本部会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋場係長 

 

 

 

 

 当部会の部会長は、北海道消費生活条例施行規則第27条第１項によ

り、委員の互選により選出することとなっております。 

 部会長の選出方法につきましては、前例により事務局から推薦させて

いただきたいと考えておりますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

ありがとうございます。 

 それでは、事務局からの推薦とさせていただきます。 

 前回の検討部会の例に倣いまして、審議会会長代理の山本委員を推薦

いたしますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

ありがとうございます。 

 ご了承をいただきましたので、部会長は山本委員にお願いいたしま

す。 

 それでは、山本委員には、部会長席にご着席いただきまして、これか

らの議事進行につきまして、よろしくお願いいたします。 

 

部会長を務めさせていただくことになりました北大の山本です。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 次に、部会長代理の指名を行いたいと思います。 

 北海道消費生活条例施行規則第27条第３項では、部会長に事故があ

るときは、部会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理すること

となっておりまして、部会長代理人は川邊委員にお願いしたいと考えて

おります。 

 本日、川邊委員はご欠席ですが、一応、ご了承をいただいているとい

うことですので、川邊委員を代理とさせていただければと思います。 

 それでは、議事（２）第４次北海道消費生活基本計画の策定につい

て、事務局から説明をお願いいたします。 

 

では、資料に基づきご説明します。 

 初めに、資料１をご覧ください。 

 第４次北海道消費生活基本計画策定に向けたスケジュール（案）につ

いてご説明します。 

 資料の左ですが、本年２月に開催した北海道消費生活審議会におい
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て、審議会に諮問するとともに検討部会を設置したところです。第１回

目の検討部会は本日となりますが、第４次計画の骨子案などについて、

委員の皆様からご意見を伺いたいと思います。 

 第２回検討部会は８月下旬に予定しておりまして、第１回部会でいた

だいたご意見と計画への反映状況を事務局からご説明し、部会報告書案

の検討として、第４次計画たたき台へのご意見を伺います。 

 第３回検討部会は10月上旬に予定しておりまして、第２回部会でい

ただいたご意見と計画への反映状況を事務局からご説明し、答申案とな

る部会報告書案の検討として、第４次計画素案検討案へのご意見を伺い

ます。 

 こうして合計３回の検討部会を経まして、審議会としての答申案を決

定していきます。 

 そして、10月下旬に北海道消費生活審議会を開催し、部会報告書を

報告するとともに、答申案の検討を行います。 

 次に、資料１の右側になりますが、参考として、答申後の手続をご説

明いたします。 

 まず、11月に道議会環境生活委員会で計画素案について報告します。

その後、１か月ほどパブリックコメントを実施し、広く道民から計画素

案について意見を募集します。２月になりますが、パブリックコメント

の結果及び計画案を道議会環境生活委員会に報告し、３月に計画を策

定し、公表する予定としております。 

 資料１についての説明は以上です。 

 次に、資料２をご覧ください。 

 第４次北海道消費生活基本計画骨子案の考え方についてご説明しま

す。 

 ２ページをご覧ください。 

 本資料は、第３次計画の第４章、総合的、計画的に講ずべき施策の展

開方向に掲げた施策１から５について整理しております。 

 表の左側の第３次計画の施策展開の方向に対して、具体的にどのよう

な取組を行い、取組の進捗状況を測る指標項目を設定しております。 

 それらの進捗状況などを踏まえまして、第４次計画を作成するに当た

っての考え方を整理したものです。 

 ４次計画の考え方の項目を区分しておりまして、右上になりますが、

丸が継続、二重丸が新規・拡充、黒三角が変更、黒丸が廃止としており

ます。 
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 時間の関係上、ポイントとなる新規・拡充などの項目を中心にご説明

したいと思います。 

 施策１の消費者被害の救済の第３次計画の施策展開の方向（１）です

が、道による消費者被害の救済について、右の第４次計画の考え方の丸

の１つ目と２つ目になりますけれども、相談員のさらなる資質向上や高

度専門化する相談に適確に対応するため、専門的見地からの助言や情報

提供が必要とし、継続としております。 

 また、二重丸になりますが、国が検討している消費生活相談のＤＸ化

に係る新システムは、オンライン相談や消費者トラブルのＦＡＱなど、

消費者の利便性向上や自己解決支援に資する機能のほか、相談員向けの

ＦＡＱや音声入力など、相談対応の質の向上や相談員の負担軽減に資す

る機能の具備が検討されていることから、国と連携して新システムの整

備を進めるとともに、消費生活相談のＤＸ化について相談者の利便性に

つながるよう消費者への周知が必要としております。 

 第４次計画の考え方の下の黒三角になりますが、指標項目にある道の

消費生活相談員研修参加割合は、直近の数値Ｒ４について、お手元の資

料２の参考に出ているのですが、第３次計画の指標項目の推移の施策１

（１）道による消費者被害の救済、道の消費生活相談員研修参加割合よ

り、Ｒ４年度については既に100％を達成しておりますので、消費者

被害の防止、救済に向けた取組成果を測ることができる適切な指標への

変更を検討しているところです。 

 資料２の３ページをご覧ください。 

 （２）市町村の消費生活相談処理に対する支援として、相談員等の資

質向上などに取り組むこととしており、具体的には、市町村の消費生活

相談処理に対する支援に取り組んでおります。 

 第４次計画の考え方欄の黒丸になりますが、消費生活センター人口カ

バー率はＲ４年度で91.6％と、全道人口に対する市町村の消費生活セ

ンターがカバーする地域人口の割合は既に90％を超えており、今後、

大きな変動は見込まれないことから、指標とする必要性はないのではな

いかと考えております。 

 次に、４ページをご覧ください。 

 施策２の消費者教育の推進になります。 

 第３次計画の施策展開の方向の（１）消費者教育の推進として、成年

年齢の引下げ等に対応し、学校での消費者教育を強化、充実などについ

て、具体的には、学校や地域などにおける消費者教育に取り組むことと
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しております。 

 指標項目は表のとおりです。 

 第４次計画の考え方の二重丸ですが、ＤＸ化の進展に伴い、高齢者に

よるデジタルの活用も広がってきていることから、不慣れな高齢者がト

ラブルを回避し、賢く利用をするための講座の提供が改めて必要と考え

ています。 

 二重丸の下のほうになりますが、カスタマーハラスメントの問題が近

年増加しており、消費者と事業者の協働による取組が必要と考えており

ます。 

 その下の黒丸となりますが、消費者庁が高校生などの若者向けに作成

した消費者教育の教材である「社会への扉」等を利用した授業実施学校

割合は毎年100％であるため、数値目標は設定しないことと考えてお

ります。 

 次に、５ページをご覧ください。 

 第３次計画の施策展開の方向の（２）消費生活に関する啓発・情報提

供として、新たな取引・トラブル等最新の情報などを様々な媒体・手法

で提供、啓発するなどの具体的取組として、消費者への啓発、情報提供

の充実に取り組んでおります。 

 第４次計画の考え方の二重丸ですが、消費生活のＤＸ化が加速し、

次々と新たなトラブルも生まれることから、ＳＮＳやホームページを活

用した最新のトラブル事例の随時提供やＤＸに不慣れな高齢者がトラブ

ルを回避し、賢く利用をするためのリーフレットの配布など、急速なＤ

Ｘ化に対応した啓発・情報提供が必要となっています。 

 また、第４次計画の考え方の黒丸ですが、北海道が消費者被害情報と

して送付している「消費者ほっとメール」のメールマガジンの登録は、

個人の意向によるところが大きく、最近はＳＮＳが多くの世代で普及し

ていることから、登録者数を指標とする必要性は低いと考えられます。 

 また、道立消費生活センターで作成している消費者向け広報誌「きら

めっく」は、各月で年６回発行しており、取組として継続はしています

が、広報誌に限らず様々な媒体・手法を活用するため、この数値目標は

指標とはしない方向で考えています。 

 そのため、二重丸となりますが、代替となる指標として、消費者への

啓発、情報提供の取組成果を測ることができる適切な指標を検討してお

ります。 

 次に、６ページをご覧ください。 
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 第３次計画の施策展開方向の（３）消費者市民社会の形成について、

具体的には、エシカル消費の理解の促進などに取り組んでおります。 

 第４次計画の考え方の二重丸となりますが、エシカル消費への関心が

高い傾向にある若年者による主体的な取組も広がってきていることか

ら、学校と消費者教育の機会を活用し、優良な取組事例を情報提供する

など、消費者市民社会の形成に参画する消費者の育成を一層推進してい

きます。 

 次に、７ページをご覧ください。 

 施策３の見守りネットワークの推進と消費者団体との連携です。 

 第３次計画の施策展開の方向の（１）地域における消費者被害防止に

向けた連携体制の構築として、具体的に、地域消費者被害防止ネットワ

ークの新規構築の支援や活動の維持強化等に取り組んでまいりました。 

 第４次計画の考え方の二重丸ですが、高齢化が進展し、高齢障がい者

も増加している中、消費者トラブルは多様化、複雑化していることから、

こうした方々の消費者被害の早期発見、未然防止のため、地域における

見守りネットワークの設立支援や活動の活性化など、さらなる取組の継

続が必要と考えています。 

 次に、８ページをご覧ください。 

 第３次計画の施策展開の方向の（２）消費者意見の反映及び消費者団

体との連携・活動促進です。 

 道民の消費生活に関する施策への反映に資するため、地域の消費者等

から消費生活モニターや地域協議会の開催等により意見を聴取する取

組の継続が必要と考えております。 

 第４次計画の考え方欄の黒丸の一つ目ですが、指標項目について、モ

ニターアンケート調査は年１回以上実施しており、改めて目標を設定す

る必要性がないこと、また、二つ目の黒丸ですが、地域協議会は、毎年

度の４つのブロックに分けて年４回開催しており、改めて数値目標を設

定する必要はないと考えております。 

 そのため、二重丸となりますが、代替となる指標として、消費者団体

活動の活性化として、消費者意見の反映、消費者団体との連携等の取組

成果を測ることができる適切な指標に変更することを検討しておりま

す。 

 次に、９ページをご覧ください。 

 施策４の公正な消費者取引の確保です。 

 第３次計画の施策展開の方向として、（１）商品等の表示等の適正化
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については、引き続き法令の遵守状況の監視や、規格表示等に関する法

令の厳正な執行といった取組が必要なため、第４次計画でも継続として

おります。 

 次に、（２）消費者取引等の適正化については、依然として消費者ト

ラブルが後を絶たず、対応が多様化、複雑化していることから、関係法

令や条例の厳正な執行といった取組が引き続き必要なため、第４次計画

でも継続としております。 

 次に、10ページをご覧ください。 

 施策５の消費者の安全・安心の確保です。 

 第３次計画の施策展開の方向の（１）消費者事故情報の収集・共有・

周知についてですが、こちらも引き続き、消費者事故情報の収集、共有、

周知、迅速な国への通知、消費者への速やかな情報提供などの取組が必

要なことから、第４次計画でも継続としております。 

 次に、11ページをご覧ください。 

 第３次計画の施策展開の方向の（２）食品の安全性の確保についてで

す。 

 道民の関心が高い食品の安全性を確保するためには、引き続き、関係

法令に基づく各種施策の実施とともに、道民から受理した通報の一元管

理、情報共有化が必要であるため、第４次計画でも継続としておりま

す。 

 （３）価格安定対策についても、物価動向は海外経済や季節など様々

な事情の影響を受けて変動をすることから、動向を的確に把握するため

調査が必要であり、第４次計画でも継続としております。 

 資料２は以上です。 

 次に、資料３をお願いします。 

 資料３は、現行の第３次計画と次期計画の第４次計画骨子案、そし

て、国の第５期消費者基本計画骨子の構成の比較表となっております。 

 初めに、３次計画から４次計画への反映状況についてご説明します。 

 中央の太枠で囲んだ第４次計画の第４章の１の（１）から（４）と２

の（１）についてそれぞれ黄色、緑、赤、青、紫と色づけしております。 

 また、セルを黄色にしている箇所は、４次計画で新規・拡充した項目

となります。 

 項目ごとに見ていきますが、３次計画と４次計画の第１章から第３章

の構成は変更せず継続としております。 

 次に、第４章となりますが、３次計画から変更している箇所がありま
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すので、ご説明します。 

 中央の４次計画骨子案下方のグレーの四角枠で囲んでいる部分にな

りますが、計画を北海道消費生活条例の理念であります消費者の権利の

尊重と消費者の自立の支援に即したものとするため、４次計画案の第４

章の項目１、消費者の権利の尊重と、項目２、消費者の自立の支援を追

加しております。 

 また、国の第５期消費者基本計画骨子を踏まえまして、４次計画骨子

案の第４章の２の（１）オで消費者と事業者による協働の取組を新たに

加えております。 

 ３次計画から４次計画案への反映状況についてですが、３次計画の黄

色の消費者の救済の項目は、４次計画案では１の（１）消費者被害の拡

大防止、救済に反映しております。 

 紫の消費者教育の推進については、４次計画の２、消費者の自立の支

援の（１）消費者教育の推進に反映しております。 

 次に、緑色の見守りネットワークの推進は、４次計画の１の（２）地

域における消費者被害の防止に向けた連携体制の構築に反映しており

ます。 

 ３次計画の３の消費者団体との連携は、４次計画の２、消費者の自立

の支援の（１）消費者団体、事業者との連携に反映しております。 

 ３次計画の赤字、公正な消費者取引の確保については４次計画の１の

（３）公正な消費者取引の確保に、３次計画の青色の消費者の安全・安

心の確保は４次計画の１の（４）消費者の安全・安心の確保にそれぞれ

反映しております。 

 次に、４次計画骨子案と国の第５期消費者基本計画骨子との比較で

す。 

 国の骨子については本表に全て記載しておりますが、その中で、第３

章及び第４章の項目について、道の計画に反映していくものについて下

線を引いております。 

 また、４次計画で新規・拡充として道の計画に反映していくもの、消

費者行政のＤＸや人口減少・高齢化やデジタル化の進展などについて

は、四角の枠で囲んでおります。 

 これらの項目についても、４次計画で対応している項目について、矢

印でどこに反映しているかも色をつけて示しております。 

 資料の説明は以上となります。 
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ありがとうございます。 

 それでは、今日は骨子案の考え方について検討するということかと思

いますが、それ以外にも、全体的なことも含めてご質問、ご意見等があ

ればご自由に出していただければと思いますが、いかがでしょうか。 

 

鈴木です。よろしくお願いいたします。 

 まず、非常に分かりやすくまとめていただいて、大変よろしいのかな

という印象です。 

 私は、意見といいますか、今後具体化していく中でどういうことをお

考えになっているか、現時点でのお考えも聞ければと思ったのですが、

資料としては、資料２の２ページ目の施策１です。 

 第４次計画の考え方で、先ほどご説明があった、ＤＸ化とか多様化、

複雑化、高度専門化、施策１以降もずっと書かれていますが、急速に生

活の状況が変わったので、５年前の計画の時点で５年後の想像はなかな

かできなかったということがあります。コロナも含めてありましたので、

私も関わった者として、なかなか想像できなかったところがございます。 

５年後のことを想像するのはなかなか難しいと思うのですけれども、少

なくとも近い将来考えられるようなことは、できる限り皆で想像して入

れていければなと思っております。 

 右下の三角の指標の変更のところですが、相談員の研修参加は毎年

100％であるということになっております。ほかの救済に向けた取組

成果を測ることができる適切な指標に変更ということで、具体例として

消費生活相談の解決割合というところで、どういう設定をするのかはな

かなか悩ましいのかなと事務局でも考えられていると思うのですが、現

時点で幾つかの候補などがあるのでしょうか。 

 私が思ったのは、解決割合という数字にすると、消費者センターのほ

うで、何をもって解決と言い、何をもって解決と言わないのかというの

はなかなか難しいので、非常に悩ましいかなと思いました。 

 これは、少しご検討いただければというところです。 

 それでは、ご説明がずっとありましたので、私が気づいたところへの

意見といいますか、こんな印象を受けていますということを申し上げま

す。 

 ３ページ右側の第４次計画の考え方のところです。 

 ＤＸ化ということで、これはどの業種もそうなのでしょうけれども、

変化が非常に激しい時代なので、新しい情報をどのように発信して共有
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していくか、それを消費者行政においてどのようにやっていくかという

ことを本当に真剣に取り組んでいく必要があると思っています。 

 私も、既にＤＸ化ということに取り残されている感じがあって、自分

自身がまだ乗り切れていないと思うので、様々な脆弱性も含めてお持ち

の消費者に対して、どうやって最新情報を共有していけるのかと思って

います。 

 行政のできる範囲内ではなかなか大胆なことができにくいかもしれま

せんが、消費者のため、社会のためということを考えると具体的な対応

というところは大事になると思います。また、北海道の場合は、北海道

と地方の連携が必要だと思いますので、そこの人手も含めて、市町村に

対してどうやって情報を共有し、道の本庁で情報共有、支援していける

のか、集約していけるのかということも具体的なレベルで考えていく必

要があると思いました。 

 ３ページ目の右下ですが、黒丸で廃止というところで、人口カバー率

が90％を超えているので大きな変動が見込まれないというのは、その

とおりかなと思いました。 

 ５ページ目でＤＸ化の話をさせていただいているので、ずっと意識さ

れて、事務局もどのように反映するのかということを書かれていると思

いますが、５ページ目の右側の二重丸のＳＮＳの活用というところで

す。 

 先ほどからずっと共通して申し上げているところですが、どうやって

情報を取っていくのか、私よりさらに若い世代、新聞も読まない、テレ

ビも見ないような世代とどうやって情報を共有していくのかというとこ

ろは、本当に考えていく必要があると思います。随時提供という言葉も

書かれていますが、そこは本当にやっていく必要があると思います。 

 結局、センターとか、相談、受付その他があっても、それを知ってい

ただかなければ一般消費者には届かないですし、こちらは最新の情報を

入手したけれども、それを消費者に共有できなければ意味がないという

ことになってしまいますので、どうやって情報を共有していくかという

ことは本当に考えていかなければいけないと思います。 

 計画の考え方の一番下の二重丸ですが、代替となる指標として、啓

発・情報提供の取組成果を測ることができる適切な指標に変更というこ

とで、センターの利用者数と書かれていますが、これはどうするのか。

あるいは、ＳＮＳを含めた発信の数みたいなものにするのかどうかです

ね。 
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山本部会長 

 

 今まで使っていたのは、メールマガジンの登録者数と「きらめっく」

の発行数でしたが、消費者側の登録というよりは、こちらがどれだけ発

信できたか、また、ＳＮＳの登録者数ということを目標に掲げてもいい

のかもしれませんが、道とか消費者センターのほうで、そもそもどうや

ってＳＮＳを使うのかというところから始まると思いますが、そういっ

たことを考えられてもいいのではないかと思いました。 

 それから、７ページです。 

 これもずっと関わるのですが、第４次計画のところで、新たに見守り

ネットワークの設立支援や活動の活性化というのは、ぜひやっていただ

ければと思います。 

 高齢者または高齢障がい者という言葉も書かれていますけれども、そ

の方々が声を上げる、気づくというのはなかなか難しいので、近くにい

る方々が消費者被害やトラブルのアンテナをどうやって張っていただく

かということですね。 

 余談ですけれども、札幌市の区によっては、見守りネットワークのよ

うな定期的な勉強会を様々な団体が集まってやられていますので、どう

やって情報を共有していくかということで、ここもそうですが、一般消

費者、エンドユーザーのような消費者の一個手前のところの情報共有も

必要になっていくのではないかと思います。書かれているとおりだと思

いますが、そこをどうやって具体化していくかというところです。 

 ８ページの右下も指標ですが、私もどういった指標がいいのかと一緒

に悩んでいるだけですけれども、消費者意見の反映、消費者団体との連

携等の取組成果を測ることができる適切な指標に変更ということで、ど

ういう形で設定していくのか、意見はないですけれども、なかなか悩ま

しいなと思いました。 

 総論としては、非常にまとめていただけていますので、もちろん計画

は計画だけで済むことではないですし、これから５年間のことを実際に

やっていくというところで非常に大切なものですから、個人的には、計

画を実施し、消費者行政を運営する中では、今回の骨子もそうですが、

強調すべきところ、大事なところはしつこいぐらい書いていただくとい

うことが大切になると思っています。 

 雑多な意見でしたが、以上となります。 

 

鈴木委員、ありがとうございました。 

 今のご意見、ご感想について、特にこの場で事務局からお答えが要る
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山本部会長 

 

 

長島委員 

ものではないと思いますけれども、もし何かコメントがあればお願いし

ます。 

 

鈴木委員、ありがとうございます。 

 まず、指標の関係ですが、当方も、定期的に測れるような適正な指標

について、これから検討していきたいと考えております。 

 また、ＳＮＳの活用ということで、若い世代に情報を伝えていくとい

うことは本当に必要だと思っておりますが、どういう取組ができるのか

につきましても、今後、考えていきたいと思っております。 

 また、見守りネットワークの必要性についてもお話をいただきまし

た。 

 こちらにつきましては、今回、拡充ということで当方は考えておりま

して、見守りネットワークについては、国でも、社会情勢の変化という

ことで、高齢化とか孤独・孤立社会に対応した包括的な消費者支援の対

応が求められており、北海道については、人口減少や高齢化、また、単

独世帯の割合が全国よりも急速に進行していると言われております。 

 高齢化率につきましては、2030年の推計では、北海道が36.1％、

全国平均が31.2％となっておりますので、今から６年後には高齢化率

が全国平均より５％ぐらい高い割合となっていると推計されています。

また、単独世帯の割合については、北海道は2030年で40.3％という

数値が出ておりまして、４割以上の世帯が単独世帯になるという推計も

出ております。 

 北海道では、平成10年度から、地域連携の体制として、地域の消費

者被害防止ネットワーク、いわゆる見守りネットワークの構築を推進し

ているところですが、ここについては、さらにその取組が必要ですので、

拡充ということで考えております。 

 また、相談体制のＤＸ化も国の大きな動きの一つかと思っております

ので、北海道においても、相談システムの体制もそうですし、消費者の

利便性や相談対応の質の向上につながるような取組を考えていきたいと

思っております。 

 

ありがとうございました。 

 他にいかがでしょうか。 

 

第３次計画の期間は５年間です。この間に、新型コロナウイルスの感
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染が拡大し、巣籠り生活によるライフスタイルの変化やデジタル社会の

進展、さらに、ロシアのウクライナ侵攻に伴い、エネルギーや食料の価

格が高騰しました。 

 今、物価に比べて賃金や年金が伸び悩んでいるため、家計に疲弊が起

きております。世界では有事の際に食料輸出の規制が現実となってお

り、カロリーベースで38％しかないという食料自給率の低さは、我々

一般市民でも大変だと実感しているところです。 

 悪質商法は時代に合わせて姿を変えてきており、2021年に特定商取

引法や販売預託商法が改正となり、道議会も早期改正に向けた国宛ての

意見書を採択していただきました。 

 ＤＸ化の進展につきましても、今はＳＮＳなどを通じた消費者被害が

拡大しており、時代に合わせたさらなる法の整備が大切だと思っており

ます。 

 ＤＸ化については、高齢者が取り残されるおそれがあります。北海道

消費者協会は、デジタル社会に対応できないことは消費者問題であると

捉えており、総務省のデジタル活用推進事業を受託し、各地の消費者協

会にも呼びかけ、スマホ講座などを開催しているところです。 

 今、私たちは、大切な地球を守るということで、2050年の脱炭素社

会の実現に向けて、ゼロカーボン北海道に取り組んでいます。暖房用の

灯油をはじめ、冬のエネルギー消費の大きい家庭の消費者は、徹底した

省エネを始めて、行動変容に積極的に取り組む必要があるということ

で、昨年度の私どもの事業計画では、行動変容を挙げて、積極的な取り

組みを呼びかけました。 

 循環型社会の構築や食品ロスの削減も家庭の役割は大きいと思いま

すので、消費者協会では、ＳＤＧｓの目標12にある「つかう責任」は

まさに消費者の課題ということで、道民に訴えております。 

 私どもは、このような考えを基に次の提案をしたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

 ３次計画を基にした場合、第１章の計画の策定とか、消費生活を取り

巻く現状に、計画設定の時代背景をきちんと書くべきだと思います。新

型コロナウイルスの感染や巣籠り生活の拡大によりライフスタイルが変

化したとか、デジタル社会の進展によりＳＮＳなどを通じて新たな消費

者被害が拡大したとか、そういう部分も記載して、ＳＤＧｓの達成のた

めにという部分では、北海道はゼロカーボン北海道をやっているのです

から、そういうことに言及した前文があった方が時代背景がきちんと分
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かると思いました。 

 資料２の２ページに書いていますが、ＡＩを活用した相談のＤＸの整

備に期待しております。しかし、私ども相談を受ける側としては、悪質

商法の被害に苦しむ相談者が冷静に状況を伝えることは大変難しく、特

に高齢者は、相談員が時間をかけて聞いてようやく全容をつかむ場合も

たくさんあるのです。高齢者だけでなく、慌てて相談をされると、どう

いった内容なのか、話をきちんと聞かなければ分からないこともありま

す。今、メールでは夜も含めて相談を受けておりますけれども、ＤＸが

万能ということではなく、現状では、人による相談の充実がまだまだ必

要であるということをお分かりいただきたいのです。私たち相談員とし

ましては、今の段階では人の聞く力というものが大変必要だと思ってお

ります。 

 ＤＸは、国の政策にもなっておりますので、やらなければいけないの

かもしれませんが、お年寄りの場合は、何を買ったのか、どこの会社の

ものかということが分からないまま相談する方もたくさんいらっしゃい

ます。そういう意味で、やはり聞き取りは非常に大切だと思いますので、

分かっていただければと思います。 

 それから、資料の４ページです。 

 デジタル講座についてとあります。今、私どもも、国も、道もそうで

すが、誰一人取り残さないためにという社会的支援をする言葉を強調し

ており、この中にも、誰一人取り残さないためにということを書いて強

調していただきたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

 それから、同じく４ページのカスタマーハラスメントについてですが、

私どものところに相談に来る方も、ひどい言葉を使ったり、いろいろご

ざいます。しかし、相談者の多くは被害を受けた消費者です。被害を訴

えたら何か言われてしまうのではないかと思い、被害を受けた消費者を

過度に萎縮させない配慮もお願いいたします。 

 カスハラでは、お店の方も大変な思いをしていらっしゃると思います

けれども、そういう言葉は吐かず、ただ困ったなと思っている消費者も

いらっしゃいます。そういう方が普通に被害を訴えてもいいのだと思え

るような形でお願いします。 

 それから、資料２の５ページです。 

 ＤＸ化に対応した啓発・情報提供と書いてあります。 

 北海道消費者協会がＤＸについてアンケートを取りましたところ、

70代の54.2％が分かりやすいシステムであってほしいと回答し、
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48.3％は教えてくれる支援者が欲しいと回答しております。「賢く利

用するためのリーフレット」はもちろん必要ですけれども、やはり身近

な人同士で教え合うということが効果的と考えております。リーフレッ

トを見ても分からないという高齢者もたくさんいらっしゃいますので、

各種のスマホ講座とかデジタルボランティアのような存在が高齢者には

有効だと思っております。 

 次に、資料２の６ページです。 

 2050年の脱炭素社会の実現に向けて、北海道はゼロカーボン北海道

をうたっております。冬のエネルギー消費が多い家庭では、省エネに積

極的に取り組んでおり、循環型社会の構築を含め、消費者には、ＳＤＧ

ｓの目標12の「つかう責任」を果たしていくべきということも明記し

ていただきたいと思っております。消費者もこういう部分で責任を負わ

なければいけないと思います。 

 それから、資料３の道の骨子案の第４章の２の（１）にある「事業者

との連携」についてです。 

 事業者との連携というのはありがたいと思っておりまして、この中の

食品ロスの削減やプラスチックの削減ということで、加工業、飲食業、

流通業、サービス業など様々な方との連携は望ましいと思っておりま

す。 

 また、農家の方に聞いたのですけれども、規格外のため出荷しないで

残っている野菜がたくさん発生しております。農協さんなどが規格をき

ちんと決めて売るとか、そういうところは決められていると思いますが、

地産地消の中で規格外の品を家庭に届けることができれば、生産者には

新たな収入となり、消費者には割安な買物になりますし、生産者の顔が

見えることで安全・安心にもつながっていくのではないかと思っており

ます。 

 様々な事業者との連携ということで、例えば、協議会をつくるなり、

いろいろな連携を道が仲立してくれることを期待しておりますので、よ

ろしくお願いします。 

 ７ページの見守りネットワークの推進と消費者団体との連携です。 

 道のほうで認めた団体よりも、私ども消費者協会のほうでもあるので

すが、国とか道の規則というか、こういうところまでできていないとネ

ットワークは駄目ですということがあります。 

 具体的に言えば、私は北広島の消費者協会ですが、消費者協会でネッ

トワーク会議というものが令和２年度にできたのですけれども、国のほ
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うで言う個人情報など、何かいろいろな規則があって、それを満たさな

いとネットワークとは見なさないということで、私どものまちではネッ

トワークができたことにはなっていません。 

 私どものまちでは、ネットワークができてよかったねということで、

この間、金融関係の方も、ああいうところでみんなで意見を言い合って

助け合うのはいいことだねと大変喜ばれて会議をしています。 

 ですから、道協会の担当とネットワークの担当の者もおりますし、そ

ういう者ともう少し協議をしていただいて、国のほうで駄目だと言われ

たらもうできないのでしょうけれども、譲り合えるところあれば、ネッ

トワークを作っているところたくさんありますので、これだけネットワ

ークができているということを検討してみてはどうでしょうか。 

 国の規則の中で、これは駄目と言われたら、私どもも、ああそうか、

認められないのだなと残念に思っておりますけれども、今、私どもの地

域の中では機能して、みんなで助け合って活動をしている状況でござい

ます。 

 

いろいろご意見いただきまして、ありがとうございます。 

 まず、カスタマーハラスメントの関係ですけれども、現在、道議会に

おきましても、カスハラの防止条例の制定に向けて、検討を進めている

ところとなっております。また、東京都でも同様に、条例制定の動きが

あるところです。 

 今、委員のお話にありましたとおり、近年、カスハラが大きな社会問

題化しておりまして、報道等でもよく見るところです。国の計画の中で

も、第１回目の有識者懇談会の中でカスタマーハラスメントの関係のご

意見が出たことを受けまして、消費者と事業者の協働による取組が必要

ということで、カスタマーハラスメントへの対応が国の計画の骨子にも

盛り込まれたところですので、それを踏まえまして、道の計画の中でも

盛り込んでいきたいと考えております。 

 カスタマーハラスメントにつきましては、消費者行政の立場から言い

ますと、例えば、購入した商品やサービスについて不満があった際には、

消費者の意見を適正に事業者、企業側に伝えるということが商品やサー

ビスの改善につながって、ひいては、それが多くの消費者や社会の利益

につながるという観点から、消費者と事業者の適切なコミュニケーショ

ンが必要だと考えております。 

 また、見守りネットワークのお話もありましたが、委員がお話しされ
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た件は、消費者安全確保地域協議会という法律の位置づけがある協議会

のことかと思っております。地域の見守りネットワークを国で言う法律

の位置づけのある協議会に移行しましたら、できる役割が増えて、例え

ば、個人情報を本人の同意がなくても地域の消費生活センターに伝えて

対応できるとか、そういうことができるのが協議会であると聞いており

ます。 

 現在、道内では71のネットワークがございますけれども、道として

はそのネットワークを地域協議会に移行できないか、また、ネットワー

クがない地域に、新たにネットワークの体制が構築できないかというと

ころを進めていきたいと考えています。 

 社会情勢の関係につきましては、言われているとおり、高齢化や孤

独・孤立社会が進展しているということで、消費者を取り巻く環境に変

化が生じていることも計画の中に盛り込んでいけるようにしたいと考え

ております。 

 

ありがとうございました。 

 まず、本当に感想程度ですが、私からも申し上げます。 

 今回、高齢者というものが大きなテーマの一つになっていると思いま

す。 

 成年年齢の引き下げにより若年者も出てきて、高齢者と若年者という

言葉が消費者教育の推進とか啓発・情報提供のところでは出てきていま

す。一番最初の被害救済というところではそういう言葉が出てきていな

いようです。 

 スローガン的にこういうものでよろしいのかどうかがよく分からない

で、そう思ったというだけです。 

 資料３ですが、今回、「消費者の権利の尊重」と「自立の支援」に分

けました。これは今の消費生活条例の理念に合わせたものであるという

ことで、そうかなと思っていました。どちらに置けばいいのかがよく分

からないものもありそうな気がします。 

 例えば、自立の支援の（１）のところの教育の推進、それから、消費

者団体、事業者との連携というのは、権利への尊重の被害防止というと

ころにも関わるものである気もするのですけれども、具体的な中身で被

害防止とか、こういうものが具体的なところで出てくるのでというかも

しれませんけれども、見出しとして、例えば、事業者との連携というの

が自立支援のところだけにあるのはどうかと思ったという感想です。 
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今言われたとおり、まず、大きな柱が２本あって、その下に施策がぶ

ら下がる形に変えるということで、「消費者権利の尊重」というものと、

「消費者の自立の支援」の２本の柱があってというふうに考えておりま

すが、そこについては、ご意見も踏まえて、また内部でも検討をさせて

いただきたいと思います。 

 

それでは、一通りご意見をいただきましたけれども、ほかにご質問な

りご意見なりはございますでしょうか。 

（「なし」と発言する者あり） 

 

特にないようでしたら、以上で、本日予定された議事については終了

ということになりますが、その他について何かございますでしょうか。 

 

事務局から１点だけよろしいでしょうか。 

 計画のボリュームの話をさせていただきたいのですが、現行の３次計

画につきましては、116ページという大変ボリュームのある計画とな

っております。 

 第２次の計画につきましては、59ページと、今の３次計画の半分ぐ

らいということで、２次計画の倍ぐらいのボリュームのあるものになっ

ております。 

 計画につきましては、やはり道民の皆様に見ていただくものというこ

とで、道としましては、分かりやすい計画をつくっていきたいと考えて

おります。 

 道の他の分野別の計画は、それぞれ差があるのですけれども、数十ペ

ージ単位というものの計画が多いという状況もございまして、計画のボ

リュームは見直して、コンパクトにまとめた分かりやすい計画をつくっ

ていきたいと考えています。 

 

ありがとうございました。 

 ほかに質疑はありませんか。 

（「なし」と発言する者あり） 

 

特にないようでしたら、事務局にお返しします。 
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３ 閉会 

那賀島課長

補佐 

山本部会長、ありがとうございました。 

 本日、委員の皆様には、ご多忙の中をご出席いただき、感謝申し上げ

ます。 

 なお、次回の部会ですが、８月下旬頃に開催できればと考えておりま

す。 

 近くなりましたら、日程調整のご連絡をさせていただきますので、皆

様お忙しい中、恐縮ではございますが、またよろしくお願いいたします。 

 以上をもちまして、第１回第４次北海道消費生活基本計画策定検討

部会を閉会いたします。 

 本日は、ありがとうございました。 

  

                                  （了） 

 


